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簡易課税制度の届出の特例
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※　主として軽減対象資産の譲渡等を行う事業者に限ります（P44参照）。

（注）１　売上税額の計算の特例として、小売等軽減仕入割合の特例を適用した場合は、仕入税額の計算の特例を
　　　　適用することはできません。
　　　２　複数の事業を営む場合、小売等軽減仕入割合の特例と軽減売上割合の特例は併用できません（P46参照）。

※　主として軽減対象資産の譲渡等を行う事業者に限ります（P44参照）。

　仕入税額の計算の特例が適用できるのは、小売等軽減売上割合は令和２年９月

30日を含む課税期間の末日までの期間、簡易課税制度の届出の特例が適用でき

るのは令和２年９月30日までの日を含む課税期間です。

　それ以後は、仕入れについて区分経理を行い、課税仕入れ等（税込み）を税率

ごとに区分し合計して仕入税額を計算することが必要となります。

※　売上税額の計算の特例は、令和５年９月30日までの期間、適用が可能です。
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